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I はじめに

昭和恐慌とりわけ農業恐慌による日本資本主義の構造的危機の激化に対し

て，政府は1932年10月 r農山漁村経済更生計画ニ関スル件」の訪11令を発し，
経済更生のための閏民運動を全国に巻起すことを開始するが，その運動の基本

的な柱が産業組合'の肱充・強化にあったことは詳しく述べるまでもなし、。かく

して「昭和恐慌以来，産業組合ー運動は俄かに農村の放世主として立ち現はれ

た」のであった。この産業組合の飛躍的拡大・強化の要因としては，第一に政

府の指導・督励をあげることができるが，もう一点として「産業組合拡充五ヶ

年計画実行の槙粁となるものは，産業組合青年運動一産業組合青年連盟の力

を除外しては考えられない1のである。全国40万人 ('37年当時〉の「産業組
1 )那須的「昭和以降に於ける本邦農業政策の展開JCi昭和農業発達史Jp. 30. 
1937年，富民協会)
2)産組中央会「産業組合運動と青年の任務Jp. 43， '33年。
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産業組合拡充運動と産育連

合の前衛Jの全国の農村における「卒先照行」は，数度に及ぶ産業組合法の改

訂とともに，拡充計画実現の物的基礎を提供したのである。

小稿が産業組合青年連盟(以下・産育連と略す)の運動の性格についてとり

あげようとするのは，その重要性は指摘されつつも，これまでに充分な分析が

及んでいないと考えるからである。産青連運動は戦前の産業組合の量的・質的

な転換の過程に位置しており p 産業組合の性格を明らかにする上で欠かされる

べきでないと判断されるが，その検討はほとんどが当時の「運動家」の叙述や

時評にとどまっており，とりわけ北海道についての分析は行なわれていない現

状である。そして産青連運動をとりあげるもうひとつの目的は，産育連がおか

れた歴史的位置からして，ファシズムへの民衆動員のひとつのパターンを産青

連運動が示すと考えるからである。経済更生運動は農村を戦時統制をひきずり

こむ上で地ならしの役割を果したとされているが，産育連運動は農村の天皇制

政府の支配の及ばない部面において更生運動をくり広げる実動部隊の役割を受

持ったのである。従って，産青連運動の性格を明らかにすることは，同時に，

経済更生運動など，恐慌後の農村の秩序を再編成する「国民運動」の性格を明

らかにする手がかりになると考えられるのである。

以下，経済更生運動一産組拡充運動の現場で、の担い手となった産青連の歴史

的な性格の分析を行なうが，設立，展開そして終束の過程を後づけつつ検討す

るという方法をとりたし、。そして運動の性格吟味にあたってのひとつの論点と

なる運動の「自主性Jの問題に重点をおくこととする。また，分析の対象は全

国連盟以下の産青連であるが，より具体的な点を深めるために，北海道の事例

を重視したい。

E 産組拡充計画と産青連

1)経湾更生運動と産組拡充計商

昭和恐慌は労働・農民運動の激化を招き，日本資本主義は体制的危機に直面

するが，これへの対処は「同内改革をあくまで回避し，専ら植民地侵略に遇進

する方向」で、行なわれたのである。各種の反体制的運動に対する弾圧が強化さ

れると同時に，一方では，カルテノレ化促進などによる財閥支配体制jの整備，労

1 )井上晴丸，宇佐見誠次郎「危機におけを日本主義の構造Jp. 55. 
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働者・農民に刈する労働強化そして中小商業資本の整JW.再編を主な内容とす

る「日本型合理化」がおし進められた。

恐慌は農村において最も深刻な様相を示したが I日本型合理化」の農村で

の展開は，体制l的危機を鋳出するところの日本資本主義の構造一半封建的零

細農業が日本資本主義の基抵をなすーに基本的に手を加えることなく I二

つの方向」をもってあらわれた。ひとつは農民のことごとくを産組を通じて把

握し，労働強化と節約を強い，あわせ‘て破綻にひんした農村支配構造を再編成

し，政治的危機を乗り切ることであった。そして他のひとつは，産組系統機関

の拡充により，独占資本へのより直接的な結合をなしとげ，中小商業の整理を

はかることであった。またこのことは拡大・強化された産業組合を行政機構に

緊縛する過程でもあった。かかる要請の下に「農山漁村経済更生計画」が打ち

出され，その計画の中核的実行機関である産業組合の拡充計画がおし進められ

たのである。

しかしながら，こうした恐慌打開策，とりわけ全農民の産業組合への編入

が，それまでの支配機構によって直ちに着手されることはできなかった。何故

なら，政策の対象となる賛農は支配機構の物的基礎には含まれておらず，加え

て，小作争議件数の急増にみられるように，貧農層はそれまでの農村の支配構

造に対して敵対的性格を明確化してきていた。また，産業組合においても， 1'1 

作農中堅・中農上層の没落を阻止することによって地主制の動揺をくいとめ

「この国資本主義社会機構の保陵」を堅持するという産業組合・の地主的性格と

大衆化=貧農包摂とは単純に両立するものではなかったのである。

農村の窮乏を招いた基本矛盾には手を加えず，なおかつ大衆を組織するとい

う政策の内的矛j甫は，恐慌の打撃とそれに伴なう人民斗争の進展が余儀なくさ

せたものであった。したがって，それまでの諸政策のごとく，官僚の指導によ

っては進められず，農民の包摂の仕方は農村内部・産組内部からの運動という

形をとらざるを得なかった。「農山漁村疲弊ノ現状ニ鑑ミ其ノ不況ヲ匡数シテ

産業ノ振興ヲ図リテ民心ノ安定ヲ策シ進ンテ農山漁村ノ更生ニ努ムノレハ刻下緊

急ノ要務タリ」とし、う危機の政策にふさわしく，その展開も農民の窮乏打開の

2)ヂi上晴メLr日本産業組合論J'40年， p. 317. 
3)弁!て晴丸， liii掲勢 p.135， 
'4) I良山漁村経済史生青li函lニ関スノレ件J(昭和7年10月61:1農林省部!怜第2号〕
傍点・引用者ゎ
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エネルギーの動員という形をとるのである。かくして農民エネルギーの包摂が

政策的に打出され，産青連の活動の場が I上からJ作り出されたので、ある。

2)産膏連の設立

産組中央会は'30年の第7回産業組合協議会において「産業組合青年連盟の

組織及活動状況に関する報告並びに討議」を提案し，はじめて中央会として産

育連運動を育成する方向を明らかにした。前年までに長野県など6県で県段階

の連合組織が結成されていたように，既に産組職員を中心とする産育連の結成

が先駆的に進められていた。中央会のこの方向は，恐慌下での産組経営の困難

を打開する上で青年の力を重用することが効果的であることが広く理解されつ

つある情勢に対応したものであった。例えば産組中央会北海道支会は'29年 7

月の機関妖の巻頭言におし、て rc産業組合の〉今転換点に臨んで，吾人は青年
の力を重要すべきことを全道の組合に提言する。溌測として正しき運動を進め

得るものは，青年の力あるのみだから」と訴えていた。

しかしながらp その必要性は提起されつつも，産青連の運動の目(19，形態な

ど，指導にあたっての確固とした方針は持ち合わせておらず:依然，自主的な

運動の展開とその産組拡充に対する効果を検討し，本格的な「運動」を作り出

す準備段階にあったことに注目する必要がある。

北海道では産青連の設立与に先立つて '30年8月に中央会道支会の呼びかけ

で全道産業組合青年協議会が，支会の原案提出もなく I青年の意見を聞く1
ために開催された。協議会では各地からの熱気に満ちた発言をまとめ，町村毎

に産育連をすみやかに結成すること，全道総連盟を '31Jドに結成することを決

議し，設立にむけて組織委員を選任し，ここに北海道産青連網準備の機構は確

立された。しかしながらその本格的結成は容易にはなされなかったのである。

協議会直後から，準備委員や北海道産業組合講習所卒業生の組織である「北

政同攻会」が組織結成の推進役として各地で行動を開始したが，支庁の教育関

係官や町村長の官製青年団以外の組織を認めないという圧迫を受けp 町村の産

5)産育連運動の進め方については「如何なる形で行くかということでは種々な
意見があり，教育する丈にJtむべしとするもの，御用団体として利用すべし
とするもの，独立団体として提携すべしとするもの，全然組合と関係なく独
占すべしとするものの四つ位に分れていた!。 〔森正男「北海道‘売業組合運
動史Jp. 269) 
6)森正男，前掲詫 p.270. 
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育連設立は難行した。一方，中央会道支会においても，産育連の本格的結成と

いう協議会の決議は「道庁出身の支会役員と{保守的な組合側役員の危快」によ

って忌避された。そして，既に結成された町村産育連の「激昂」や準備委員会

の「懇請」により，ょうやく支会の承諾がえられ，総連盟が結成されたのは予

定から一年遅れた '32~ド 2 月であった。

産育連設立に対する産組指導部や道庁の遼巡のよってくるところは，当時の

道庁社会教育課長の「産育連は赤いから警戒せよ」と¥"'5指示談に端的に示さ

れている。三育青4勾年年1"千よ主‘の「向i主的な組織を容認認、することが農村内でで、の矛盾を激化させ，

さらには既存の秩序の破壊につながる危険性をはらんてで、いることに対する危i

がそれでで、ある。 産組中央会が討議を提起しつつも{" '3沼2:年句年土に至るまでで、設立のブ方了

金針十を決定しえなカか、つたのもこのJ点主にあつたのでで、ある O 中央会は産育連の方向に

ついての四分五烈の状態から '32年に結成へとふみきったが， それに至るまで

には「理窟を言はず、に我々の主張し実行しつつある所の農村産業組合の目標に

向って遇進されるよう，全力を尽されたい」とL、う千石中央会主事の産育連結

成にむけての講演に示されるように，内主性を与えずに御用機関とする方針の

確立が必要だったのである。

農村の窮乏を超階級的な産業組合社会を実現することによって打開するとい

う「産業組合主義」への思想動員が， その保障のひとつであった。，33年より

実施となった「産業組合拡充五ヶ年計画」は， r産業組合教育宣伝ニ闘スル事
項Jを設け， r組合-員，青年，児童等凡ユル方面」に対し r産業組合運動ノ
J!jl解Jを徹底する方策がとられた。とりわけ青年に対しては「純真ナル青年ヲ

教育シテ，社会ニ出ヅノレ当初ヨリ産業組合運動ニ専心セントスル者ヲ多数養成

スルコト;を企閃し，各種の産組教育機関が拡大・強化されたのである。

産育連を御丹i機関にするためのもうひとつの保障は，産組~系統による指導;

を通じて産青連運動を統制することであった。例えば

ー.我等同志は不断の研究修養に依り産業組合ーの児論及実際を明確に把握し

7)森正男，前掲書 p.276.

8)森正男，前掲脊 p.275

9)千石興太郎「各村農業組合と青年Jp. 29. '33年ゎ
10) ["""産業組合拡充五ヶ年計画iilf.J@'t組中央会。
11)思想動員の有力な手段のひとつである月刊雑誌「家の光」については安達生
恒「肉力吏仕運動下の『家の光.11 (季11j・「現代史J'73of-5月fifr収)を参!Iだ
されたL、。
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以て真撃なる産業組合人たることを期す

一.我等同志、は青年の熱と力とを以て実践的活動を通じ産業組合運動の正し

き発展をはかり以て国運の伸暢に貢献せむことを期す

との産育連綱領をはじめ，規約及び運営原則に至るまでが中央会の指導の下に

各段階の産青連にもちこま;h， 日ずから運動の範囲を限定することとなった。

また「産組拡充五ヶ年計画」は「青年ノ大ナル活動力ヲ吸収スノレ為，一致協力

シテ青年ノ組織ノ確才方法ヲ議ズノレj具体的計画を定め，産青連結成・拡大に

12)拡充冗ヶ年計画の青年の組織についての部分を抜粋する。

ItJ ，産業組合中央会

α) 産業組合青年聯盟の:全国聯合の結成促進の手段を講じ，之れに要する経

費を相当補助すること。

(2) 道府県区域産業組合青年聯盟の結成促進の手段を講ずること。

(3) 内外の産業組合青年運動の理論及実際の研究をなし，産業組合青年聯盟

を指導し援助すること。

乙，支会及部会

(1) 青年聯盟の結成方針を地方の実情に応じて研究し，結成を促進すること。

但) 青年聯盟結成の場合には，代表者の派遣，参考文献の提供，結成費の補
助費の補助等により援助激励をなすこと。

(3) 未組織地の産業組合青年有志をして他の青年聯販を視察せしむる様奨励

すること。

(4) 既設聯盟に対しては，其の拡大強化に努め，可能なる限りの援助をな

しp 之れと聯携して産業組合の教育宵伝及組合聯合会等の機関の刷新に

努めること。

丙，組合

(1) 結成準備及会合に必要なる物dfl等を成る可く供給し，結成準備者に便益

を与え，設立の促進をなすこと。

(2) 青年事務員に対し聯盟運動に従事すべき余暇を与ふる様努むること。

(3) 既設の聯盟の拡大強化の為，可能なる限りの援助を与え，充分なる聯第

の下に，組合運動の教育宣伝，刷新のカたらしむる様努力すること。

T，産業組合ft年聯盟
(1) 現在産業組合青年聯盟の全然なきは十府県なるも，其の結成準備中のも

のを除けば数府県に過ぎず。然れ共府県単位のものは十八を算するを以

て，他の府県は二年以内に道府県区域聯盟を結成するものとす。

J?年聯盟の今:関聯合(1原則としてお府県灰域の聯合を以て可及的短期間
に結成するものとす。

(2) 日的

イ.産業組合に関する研究

産業組合の野，論及実際に付て研究し，売業組令人としての練障害修養に

努むること C

ロ 組合事業の振興及刷新

F在業組合事業の経営に参加して組合と組介員の聯絡に当り，組合経営¥
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対して I可能ナル限リノ援助」を義務づけた。そして「指導部は大体におい

て産組中央会とその地方支会の役員」の下にE主育連組織の各段階が整備された

のであった。

3)組織化の進展

拡充五ヶ年計画の方針に基づき I産業組千干の系統組織を挙げて，自年連盟

の組織に尽力した結果，産青;連組織は急速に，そしてたくましい成長を遂げ

たJo'33年4月には千石中央会主事を委員長とする産業組令青年連盟全国連合
が結成され，単位産育連及び道府県段階の総連盟が次々と整備された。組織の

推移はく第 1表>に示すが，この急速な拡大は，背今ーの自主性の発露を示すと

いうよりは，むしろ，拡充計画に示されるような全系統の全加がjな指導の下tこ

作り上げられた点で，産組の組織力の強大さを示すものといえよう，それまで

の I~j 主的な運動が展開の条件を鉱大したことは事ー実であろうが，この組織肱大

の多くは「青年団にそのまま産育連の看板をかかげる)」ような形で進行した。

全国連合は結成されたが，その構成は，一方に「組合，連合会，支会等の従属

機関に非ずして独自の信念に依りて」自主的な活動の展開をとげるものを含み

つつも， j~jJl経営鉱充のために「し、は Y 組合経営者の御都合主義」によっておl

¥の実践的活動を通じて経営の硬化老衰と機関の不活溌とを克服するこ
と。
ハ，組合運動の:宣伝

前記に依り得たる風命及実践的智識を青年男女は勿;命，組合員及員外大
衆に宣伝すること。

ニ.会員相互の聯絡提携
会員は産業組合の旗の下に相互の聯絡を常時緊密になし，相互共同の粁I

t111を発揚し前記目的の達成を促進し令うこと。
(3)会員
正会員聯盟の主旨に賛成せる祐二年

但し，百年とは三「才以下の男女とす。
資比JJ会員 青年に非らざるものにして聯盟の主旨に共鳴せるもの。
〈以下省略)

13)平野力三1"r産育連』の政治運動JCI産業組合と政治J今泉訓夫編・所収
p. 51.) '35{F。

14) i産業者1??発達史 Jti'f4巻 p.3533. 
15)産育連全悶述合「全l司産育連研究会被告制J'38年 t.42.
16)森IE'Jl.前掲iW::p. 283. 
17) 路 JT辿~悶迎合， iIII尚刊 p.49. 
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く第 1表> 産青連組織の推移

〈全 い4) (北海道)

連盟数 盟友数 述短数 盟友数

'32年 85 10850 

'33 25000 116 12750 

， 34 180000 151 12998 

'35 3747 306142 202 15035 

'36 4530 367428 229 17638 

'37 4789 392617 242 17772 

'38 5204 418555 243 17241 

'39 247 16955 

'40 247 16479 

北河賢三「産業組合運動の展開と産青連J (/現代史JVol. 2) 

庄一組中央会道支会「北海道の産業組合」 より

織化されたものを主要なものとしていたのである。

産育連の盟友の構成については未だ十分な資料を持ちえていないが，各地で

の聴取調査の結果からして「産組講習所を出た職員と地主自作など当時の村の

有力者の子弟が中心となり，村内では中か中のヒの層の農民の構成比率が高か

った1ということができよう。く第2表>は産背連の役員で農村諸団体の役員
く第2表> 北海道産育連役員の社会的関係(，37年)

町村述盟役員の総数 2，488名 一連製J切り 10名

タ 産業組合役員総数 185名 イシ 0.87名

ク 実行組合長 215名 タ 0.91名

ク 実行組合役員 451名 ク 1. 91名

イシ 町村会議員 55名 タ 0.23名

ク J1f年団長 272名 ィシ 1.10名

Hif7ty述令:1主l連合//F:t司m;背連研究会報告書Jp. 70. 

を兼ねている者の数を示したものであるが，そのウエイトの高さから，村内上

層農民が中心となるという前記の山之内氏の談を補完するものといえよう。ま

たく第3表>i土北海道の支庁別に産育連の組織状況を示したものである。これ

によると自小作形態による農民の上向展開が地主制との対抗のなかで進行した

18)奈片irVt':l'l連副会長をしていた山之内11'氏の談n
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<第3表> 北海道産育連地方別組織状況

(， 37年〕 ('40年〕

連盟数 飽友数 述盟数 l盟友数
一一一一

波 17 854 17 828 

檎 111 11 551 11 358 

後 亡"と二ρ 19 978 21 863 

石 才手 11 658 12 712 

担 カi 42 3922 43 3522 

JII 39 3152 38 2889 

日旦 振 9 714 9 575 

日 高 9 623 9 6:30 

勝 20 1528 21 1611 

OJII 路 14 518 13 453 

恨 55 2 144 144 

北 見 26 2506 27 2253 

/.三~、 谷 8 512 8 442 

天 塩 15 1111 15 1199 
一一一一一一一一一

242 17772* 247 16479 

*資料上の誤まりで集計値より l大きい。

森正男「北海道産業組合運動史」

産組中央会道支会「北海道・の産業組合」より

空知，上川などの「農業中核地グループ」において産育連の組織化が進んでい

ることが明瞭に読みとれる。この点も「中か中の上」層に依拠して産青連が構

成されたとする前記山之内氏の談をうらづける。

これまで述べてきたように，産育連はgg組拡充の御用機関として「上からJ

結成され，その機構が整備された。かくして大衆運動としての基礎を与えずに

大衆運動を組織するという自家撞着した「産育連運動」の組織化が進行する。

それは千石の云うごとく「産背連の運動は好むと好まざるとにかかわらず….. 

決して欠くべからざる必要的存在」であり，危機の線源にふれずに民衆のエネ

19) 湯沢誠 r~ヒ海道における資本と農業 J (伊藤俊夫編)p. 121 
なお，この時期の産業組合への加入率についてもほぼ同様の傾向が示されて

いる。詳しくは閃畑保「北海道ーにおIナる産業組合の展開過程に関するメモーl
(農林省農業総合研究所北海道支所 I研究季報JNo. 53所収)を参照された
L 、n

20)千石興太郎「産業組合1'["，三述HlJの涯1jfijj] (jiJhI'百組合怒、平11会 r-f‘石興太郎J)
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ルギーを「善導」することによって危機の打開をはかるとしJ政策に対応した

ものであっ 1-:'0そして産育連運動のこうした矛盾した性格は，事業の展開と共

に，一方では産組系統の統治IJに逆らおうとする白主的運動の進展，地方での無

気力な産育連という断行状態をもたらしていくのである。

E 産青連運動の展開

1)事業の展開と自主性の宣言

各地に相次いで設立された産青連は直ちに「産組の前衛Jとしての活動を開

始した。事業内容には研究修養事項と実践事項とが含まれるが，次に町村段階

の産育連の事業を北海道の例を主としてみてみよう。

産組拡充の最大の柱が「産組の大衆化」であったことは既に述べたが，産育

連が先ず着手したのも「組織的に全農民を動かす体制の整備j出産組への全戸

加入であった。やや長くなるがその具体的な進め方について引用しよう。「実

行組合と言う全農民を網羅した細胞組織網を完成して，産育連盟友が実行組合ー

の中核保]存在となって之を動かし，系統機関は機関紙等を以て全農民に予備智

識をパラまいた上で，盟友は'永庭薬や家の光を持って個々面接の機会に予備教

化を継続し，イザその要機となると実行組合の相談を纏め足並を揃えて来にな

って組合に合流すると言う訳であるJ。そしてこれをスムーズに行なうために

産育連各段階の会合や産業組令との会合がもたれ I総連盟は盟友が各種公職

等につける様な下工作一|を行なったとされる。かくして産業組合への加入率は

広充計画期に飛躍的な上昇をとげるのである。

「日本型合用化Jの推進としての産業組合事業の拡充も産育連の事業の主要

な内容のひとつであった。各地の産育連は「産組全利用運動」のかけ声の Fに

宣伝・啓蒙活動を展開した。そして更には「農産物販売統制促進隊J('34'年〉

1 )ちなみに第l回北海道産庁連大会で決定された「活動方法」を示す。
A 研究修養事項
l座談会 2読書会 3研究会 4視察 5講習会の開催 6講演会

7印刷物
B 実践事項
l基本調査 2組合事業卒先利用 3決議の実行 4組合実務の習得
5組合事業への協力 6他の会合への出席宣伝 7研究発表会
8巡回講演会
2)森正男，前掲書 p.318.
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を各地に結成させ，抜売防止・出荷促進のために「説得活一動jなどを展開した
のである。また産官連f!らも「卒先柄行事項」を設定し「向家販売物，三分ノ

一以上ヲ平均売共同計算ニ依ル産業組合ーノ販売ニ委託スルコト」や「盟友一斉

貯金(月応一円十銭〉ヲ断行スルコト jなどを盟友の義務としてかかげたので

ある。

こうした産組事業拡大の物的基礎としての '}i:業と共に，各種の研究会や議出

会を開催することにより，産育連は研究・修養を強めた。そして毎年('32年

から〉開催される企道産背連大会や地区協議会でその結果を交流し，競い合っ

て各々の町村連盟の事業を更に強化するのであるが，こうした産育連の事業の

拡大は必然的に各々の運動のド!主性を強調させあう結果を引起こす。運動の強

化が産育連の自主性を喚起し，産育連の矛盾した性絡を顕在化させるのであ

る。

産育連のi三|主的運動への傾斜は産背連運動の方向そのものの再検討を必然化

させるのであるが，全国的にも同様の動きがみられ，第三回今:同産育連大会は

( '35{"¥一二10月〉産育連運動の基本方向についての再検討の場となったのである。

'34年の第二回全同大会では産育連運動のr!己規定として「産育連運動は歴
史的必然、性を有するilj'l，r-大衆の1'1主的運動にして，其の使命は産業組合運動の

実践的批判者」との決議をなしたが，第三回全国大会は，こうした抽象議論を

脱し r深刻なる慢性的経済恐慌下に於ける勤労青年大衆の冥事なる生活擁護
意識昂揚の反映せるもの」との規定を行ない r耕作農民のな場」を鮮明にし
た。そして現状打開の方向として「産育連独向の産業組合-大衆化方策を樹~\'r.J 

することを決議するが，その「大衆化」の進路は政府及び産組の意図する「大

衆化」と明確に敵対するものとして位置づけられている点が留意されるべきで

ある。

「我が[司産業組合の現状を観るにその組織は・ 0・ 部T!i1J.!E村を通じて自主性は著しく候摘

せられ，その経営は保守的であり，剰余金第一主義的であり，旦甚だしく一部偏重的でさ

えあって， 71主村産業組合に於ても食淡の発?寄付¥H主事実J:封鎖せられている。斯くて窮乏に

3) rその秋から促進隊が全村の殺事実行組合と連絡し，隊員は長夜の別なく搬
iH路の要所に陣取って抜売を院本見したり，了時Ij訪問をしたりして共阪出荷を
勧説J(森正クLlIIJ掲書 p.363) 
4) ，ド央会道交会 i第六間企逝}平一業前11寺大会記念誌J'34年.p. 33. 

5 )第三[nlm'，'i'í述~I同大会J~~ -~ミ[産業組合建途~J 第四巻 p.362.
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鴨ぐ多数勤労大衆はその経済生活協同化の俊男!!なるw望にも拘わらす、現存産業組合に対す
る不参加乃至は清傾向;)態度を採るを余儀なからしめている内従って斯る欠陥を是正し産業

組合と勤労大衆の真実の1):活擁護機関たらしめんが為にj年企業組合の大衆化は不可欠の緊要

事である。然るに今日の産業組合大衆化運動には相呉れるこ傾向がある。その一つは，今

日の発展段階に於ける資本主義が要求する国民経済殊に農民経済の国家保J統制lの具体策と

しての大衆化であり，他は民衆自身の自主的運動を基調とする大衆化である0 ・…υ 勤労大

衆を現在の窮乏より救い真にその生活を協同化するの道は，民衆の自主性を基調とする産

業組合の大衆化の一途あるのみである。即ち大衆化と自主性候立はーつの統一体の表裏と

して遂行せられなければならなし、」。

この宣言を準備した産組・産青連指導部の意図するところが，宣言どうりの

ものであるかについてはいくつかの疑問が持たれるところであり，ここではふ

れえないが，さしあたって，この宣言の意義として次の点をあげよう。産組拡

充運動を推進した産育連それ向体が，産組大衆化を進める事業を契機として，

拡充運動そのものの持つ矛盾を鋭く指摘したこと，がそれである。

2)産育連運動の屈折

産青連自らによる産組拡充運動におIする抜本的な批判と青年‘の向主性の強調

は，それまでの産業組合の御用機関としてのほぼ均質な運動から，いくつかの

屈折した運動へと産 Ilf連を分化させる契機となったのである。次にその動きの

主なものについて検討しよう。

その第一の形態は，宣言に忠実な運動が追及されるものである。産組の拡充

の方向は「耕作農民」本位の方向であり，それは「そのために起る(既存の産

組経営との)相克摩擦は回避すべきでない」とされ，産組の各段階にむけての

「組合刷新運動」として展開される。

6 )第回産育連全国大会決議「大衆化の窓識J(1産業組合発達史J第四巻 p.363 
~)傍点・引用者。
7 Iこの宣言の評価として 1戦前における産青速運動の基本方針がここに格1:¥1.
を見たJ (1産業組合発達史J第四巻 p.362)との見解があり，また，北河
賢三「産業組合運動の展開と産育連J (季干H現代史J'73年5月)におい
ても同様にとり扱われている。しかし，次に述べるように，その後の事実経

過からしてこの評価はIE巧ではない。
貧農!習の要求吸引と自主的運動の昂揚の反映を否定するものではないが，む

しろ，この宣言の発せられた時期が第67議会の直前であったことから，産業
組合関係軍要三泣;案を反産運動に抗して成立させるためにiff:育連の行動力を

期する産組指導部の意図が働いたと考えられるn

8) j1(e育連今:同連合， fìíTft)-~~ p. 99. 
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北海道においても総連盟の度重なる「向重」のよびかけにもかかわらず「組

合改革運動は各地に展開」されるが，それらはほとんど同様に「時と争に依っ

て解決ぜんとした」ために「組合の基礎たる人の和を失い老人対背年の対立を

招く」結果となった。貧農参加が組合・経営に不臨化をもたらすのみならず，

「組合にとっていjよりも大きな損失は所調組令の『隣保共助』の精神の損傷」

であることが検証されるのである。

この運動を通じて， PETit述は沈静化の一途をたどった。「未だ根強い力を有ー

する保守的勢力から敬遠され，時には圧迫さへ蒙った。斯くて盟友の減少，幹

部の萎縮等により，動かさ、る骨抜き的な産青連さへ出来るに至った」のであ

る。それは単に「戦術戦略」に欠陥があったのではなく，まさに産業組合の瓦一

本矛盾を顕在化させるが故に，産組関係者によって沈静を余儀なくさせられた

のであった。

運動の屈折の第二の形態は「一応教えられたる任務をなし遂げて現在令ー然活

動の目標を見失ってゐるもの」である。産組拡充計画の進行は令:村加入，四種

兼営によるitf;:おlの農家掌擦などを実現した。そしてそのことによって， ~j\f連

が本来的任務として「上から」数えられていたが業一共販促進などの産指[:1:

利用運動やそれに伴なう宜伝活動ーを不要のものにしたのである。とりわけ

実行組合の活動を通じて産組事業が展開されることによって，産庁連の存在意

義のほとんどが消滅することとなった。

しかしながらこの第二の形態である「無気力な産育連」はそればかりによる

ものでなL、。 r産育連は・…・・結局経営者の要求する方向にのみ歩いて来た。そ
のため耕作者の気持としっくりしなし、J，I実際やる仕事は一出きることは宣

伝に御用聞きで、あっては，盟友は失望し離散する1という言葉がそれを端的に
9)森正男， f向指書 p.402~ 

10)井上晴丸，前掲書 p.338. 

11)産育連全国連合， HiiJ品書 p.52田
地主的秩序の強力な残存と共に， 12主Ff述運動の主体的力量の不備もみのがせ
11:.い。そのひとつのあらわれは政育連の財政状態にみてとれる。道内各地で
の聴取調査の結果を総合すると i町村産育連の活動設の大半は， ii&組か
らのもちだし」が占めていた。また，@i組中央会道支会「北海道の産業組
介J('40年〉によれば， '40年度の@'::育連北海道総;連合の収入予算中に， '"1 [ 
央会や北聯，酪速からの補助が， 405'6'強の比率を占めているの
12) gft'j守tEィÍ': ~iJ迎合，前掲子{ p. 74 傍点引J1J者
13)産庁連全PiJ迎合，前倒7"+p. 40 傍点引川方
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示している。既に結成の経過で‘ふれたように，産育連(t，古二年層の運動の内的

必然性としてもたらされた運動内容・組織形態ではなかった。多くの産青連の

場合 1上から」設立されたが，運動の意義に対する疑問が投げかけられた場

合には，それは常に形骸化する契機を内包していたのである。産育連の「無気

力化」は運動の組織化の過程における矛盾が必然化させたものであった。

第三の形態は政治運動への尖鋭化である。産青連の政治進出は設立以来議論

されつつも，その都度「無関与」の方針がくり返されていたが， '35年の第67

議会に「産業組合e関係重要三法Jが提出されるや気に政治活動への傾斜を

強めた。産繭処理統制法，肥料統制法，米穀自治管理法の成立を阻止するた

め，商権擁護連盟などの反産(反産業組合〕運動が強力に展開されるが，産官

連の執扮)な運動はこれに対応するものであった。そして第67議会での「敗北」

は既成政党に対する反発をもたらし， lim業組合ー人を議会へ」とL、う産育連の
政治進出を本格化させるのである。反・反産運動の継続と各級議会選挙に「産

業組合人」を当選させる運動，そして「系統機関自主化運動」の推進などがそ

の内容である。

しかしながらこれらの運動は，産業組合の政治活動のための機関である「全

国農村産業組合協議会J (農産協〉の指導に:全てが依っていた点が留意される

べきである。こうした政治進出は，その活動のはなぱなしさにもかかわらず，

産育連の独自な運動ではありえなかった。第67議会に対する運動は産青連だけ

で中央に千人，地方で十数万人が動員され，かっ，一カ月間以とにわたる大規

模なものとなったが，その運動の実態は 1['農産協』に追随し，あるいは『農

産協」の馬の脚的な行動」に終始した。その直前に開催された第三回全国産ヂT

連大会で自ら打出した向主化宣言から大きくかけ離れた活動に産育連は落ち込

むわけであるが，それは，一方で産業組合自主性確保，そのために産業組合の

官僚化排撃運動を展開するとの!'i主化宣言を発しつつも，他方で重要三法を成

立させることによって産業組合の同家機関化を促進させるための運動を展開す

るという 1'1己矛盾に端的に示されている。

運動の第三の形態は，農村の窮乏を打開する上で、の産組紘充運動の効果の限

界性を認識することによって，それまでの産青連運動からの離脱をはかろうと

14)北河賢三，前褐論文。
15)平野力主主，前掲論文 p，37. 
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するものであったが，独自の運動方針を抗ーちえないままに産業組合ーの政治団体

である農産協にそのエネルギーは吸収されるのである。

「系統機関自主化運動」についてもこれと関連してーベつしておこう。北海

道での産業組合ーと官僚との対抗は'35'午、8月の全道産組大会での政治的混乱を

機に表同化する。 I政治家と商人から長官に対する(産組の政治運動〉取締の

要望が強化L，青年団，医師会の紡ーからその係部課を通じて産業組合"抑制の必

要が要望」され，道庁産業部長が産組の自重を促す講演を行なったことがきっ

かけであるが，全道産育連の中伎であった森支会主事:の左遷がなされることに

よって運動は急激に進展し，翌年には中央会道支会々長の辞任にまで至るので

ある。こうした II~I 主化運道」の過程で，官僚が産業組合ーの役職を兼ねていた

旧習を打開することとなったが，この運動が官僚統制排除のための自主化運動

とは全く性格を異にしていることは明らかである。産業組合-側の官僚攻撃の中

心は，産業組合の事業拡大の意向に対し，道庁が産組と競合することになる民

間団体の圧力に屈して積極的に応えようとしていない，という点にあり，産継l

の事業拡大により必然化する反産運動に対する反撃としての性格を持っていた

のである。この「ド|主化運動」が産育連のいう「同家的統制」に対決するもの

でありえなかったということの託左は，Mよりも，前述の If本来日改革運動」の
持折に見てとれるのである、。

3)産青連運動の終束

産育連運動の方向についての混乱の中で， 令ー国連は'38年2月に全同産育連

研究会を開催した。 I第二次産業組合拡充三ヶ年計画とi1I'i.背連J， I産育連の

組織と社会的地位J， I当面の農村問題」がそのテーマとしてかかげられたが，

准戦時体制lへの突入，第二次産融l拡充の実施とし、う状況の Fで，産育連の進む

べき方向について明らかにしようとするものであった。

ここで、は従来産育連がとってきた「耕作農民の:-7.場」を「同家的民族的信念

に基き国民生活の協同化を通じて悶運の進展に貢献J と改め，~育連運動の方

向についても「部落町村に於てその大衆と共に生活しつつ革新的計画の遂行の

16)森疋男， j制萄言 p.415. 

17)こうした事件はこの時期，全国各地で頻発した。例えば中央会で、の去、立会頭
(自主派)の退任，::'E隣・全!波述内部での I'R僚派、!と「産業組合人JのtJc
(f'などをあげることができるの
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見へざる原動力として黙々と働」くことが確認される。そしてこうした基本方

針の変更は， [I;J(¥三10月の第五回全同大会に於いて「協同報告運動」として完成

化されるO その内容は，同氏精神の陶治，農業生産力の維持増進，新生活様式

の確立，軍事援護事業への参加などで、ある:これらはいずれも戦時体制jに対応

するものであったが，同時に産育連がこの運動の部落での展開の中核となるこ

とによって「組合の整備拡大と全系統組織の綜合的運営」という第二次産調l拡

充計画の実施に対応したものでもあった。

北海道においても '38年に， 円的を国家的使命遂行に変更し，総裁に長官

をおくなどの綱領， 規約の改正を行なわれた。そして '40年には産育連を解消

し r忠誠憂国の中堅壮年を広く叫合し，新体制運動の実践的中核組織たる壮
年連盟」へと移行する。かくして産-tt連は農村で、の戦時動員体制の軸としてそ

の組織を変更するのである:

町 まとめにかえて

これまで、産肖i速の設立と展開過程を主にあとづけてきた。その中で明らかに

なったことを要約しよう。

良市:連はfJ本資本主義の体制的危機打開策としての日本型合理化を農村に貫

徹させるための不可欠の手段として rJ:ーから」組織された。そしてそれは，大

衆運動として展開する条件を与えられぬ形での運動の組織化という矛盾した性

格を内包していた。

こうした産育連の運動は政策遂行の物質的基礎を作り出すのであるが，その

性絡の故に，産育連は運動の進展とともに， l主育連運動の，そして産組拡充運

動の内包する矛盾を顕在化させるのである。

産育連のこうした性格は，農村窮乏の根源に手を加えることなく窮乏する農

民を組織化するという，危機における政策の所産であったのである。

以上の結論と既存の研究との関連について一言しよう。これまでの産育連運

18) fj'産業組合J]'38年12月。
19)産組中央会道支会「北海道の産業ー組合Jp. 128. 
20)産/1'述運動は終束を遂げるが，その内的矛盾は次の「国民運動」に引継がれ
ることとなるが，以降の矛盾の展開については木坂順一郎「日本77・ンズム
と人氏支配の特質Jcr歴史学研究』思IJ冊 I廃史における国家権力と人民
斗争J'70年10月)を参照されたい。
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動についての評価は， 1'1主性，本進性を強調する当時の産育連運動家を除け

ば r反体制運動のエネルギーを産業組合の中に吸収」といった指摘にみられ
るように，エネルギーの「善導」の機能について断定的に指摘するにとどまっ

ていた。小稿はこうした内的矛盾の展開にまで立入らない静態的な分析の不充

分さを指摘するものである。

しかしなお，産育連の歴史的性格を分析するには，これだけでは不充分であ

る。例えば政策の矛屑Aを顕在化させつつも，産育連がその打開にまで運動を導

き得なかった条件が検討されるべきである。それは，産青連の担い手層(中農

屑〕の性格や産育連の産業組合、に対する緊縛のありかたについての立入った分

析は勿論で、あるが，農民運動の四分五裂状態や急進的な青年運動の屈折など，

この時期の人民斗争の状態についての分析を不可欠とするのである。

また，小稿では主に資料 kの制約から，北海道と全国の産青連をほぼ均質と

前提していた。より厳密には農民層分解の諸相との関連で把えなおすことが必

要と考えられる。これらについては他日を期したい。

その他多くの不備が存在し，従ぃ，小稿は試論としての枠を出るものでない

が，当初の目的にかかげた，ファシズムへの民衆動員のひとつのパターンを概

略ではあれ示すことができたと考える。

1 )石田知「近代日本政治構造の研究Jp. 62. 
2)前出・北河論文は，1ft'!子連運動をとり tげた数少ない研究のひとつであり，
全国段階での結成から終束までの経過がとり上げられている。氏の問題意識
も，運動の内的矛盾にむけられており，重要な指摘もなされているが，末端
での運動にはふれえず，また， ilt育連運動を反・反産運動に収倣させてお
り，これらのことから，運動の自主性の強調に陥いり，運動令ー休の歴史的役
割を有効に分析しえていないの
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